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各基準省令（国の基準）における非常災害対策の規定内容 

 

 

【佐賀県生活保護法施行条例関係】 

○救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営に関する基準 

(非常災害対策) 
第七条 救護施設等は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとと

もに、非常災害に対する具体的計画を立てておかなければならない。 
２ 救護施設等は、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を

行なわなければならない。 
 
 
【佐賀県社会福祉法施行条例関係】 

○婦人保護施設の設備及び運営に関する基準 

(非常災害対策) 
第五条 婦人保護施設は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けると

ともに、非常災害に関する具体的計画を立てておかなければならない。 
２ 婦人保護施設は、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練

を行わなければならない。 
 
○軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準 

(非常災害対策) 
第八条 軽費老人ホームは、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設ける

とともに、非常災害に対する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及

び連携体制を整備し、それらを定期的に職員に周知しなければならない。 
２ 軽費老人ホームは、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓

練を行わなければならない。 
 
 
【佐賀県介護保険法施行条例関係】 

○指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準 

(非常災害対策) 
第百三条 指定通所介護事業者は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時

の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知すると

ともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。 
 

○指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準 

(非常災害対策) 
第二十六条 指定介護老人福祉施設は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災

害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知す

るとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。 
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○介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準 

(非常災害対策) 
第二十八条 介護老人保健施設は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時

の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知すると

ともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。 
 

○指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準 

(非常災害対策) 
第二十七条 指定介護療養型医療施設は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常

災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知

するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。 
 
○指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

(非常災害対策) 
第百四条 指定介護予防通所介護事業者は、非常災害に関する具体的計画を立て、非

常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周

知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。 
 
 
【佐賀県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行条例関係】 

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害

福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準 

(非常災害対策) 
第七十条 指定療養介護事業者は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を

設けるとともに、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への

通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知しなければならない。 
２ 指定療養介護事業者は、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要

な訓練を行わなければならない。 
 
○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害

者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準 

（非常災害対策）  
第四十四条  指定障害者支援施設等は、消火設備その他の非常災害に際して必要な

設備を設けるとともに、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機

関への通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知しなければなら

ない。  
２  指定障害者支援施設等は、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他

必要な訓練を行わなければならない。 
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○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉

サービス事業の設備及び運営に関する基準 

(非常災害対策) 
第八条 療養介護事業者は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設ける

とともに、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及

び連絡体制を整備し、それらを定期的に職員に周知しなければならない。 
２ 療養介護事業者は、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓

練を行わなければならない。 
 
○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく地域活動

支援センターの設備及び運営に関する基準 
(非常災害対策) 
第四条 地域活動支援センターは、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を

設けるとともに、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への

通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に職員に周知しなければならない。 
２ 地域活動支援センターは、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必

要な訓練を行わなければならない。 
 
○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく福祉ホー

ムの設備及び運営に関する基準 

(非常災害対策) 
第五条 福祉ホームは、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとと

もに、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連

絡体制を整備し、それらを定期的に利用者に周知しなければならない。 
２ 福祉ホームは、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を

行なわなければならない。 
 

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害者支

援施設の設備及び運営に関する基準 

(非常災害対策) 
第七条 障害者支援施設は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設ける

とともに、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及

び連絡体制を整備し、それらを定期的に職員に周知しなければならない。 
２ 障害者支援施設は、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓

練を行わなければならない。 
 
 
【佐賀県児童福祉法施行条例関係】 

○児童福祉施設の設備及び運営に関する基準 

(児童福祉施設と非常災害) 
第六条 児童福祉施設においては、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非常災害
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に必要な設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的計画を立て、これに対す

る不断の注意と訓練をするように努めなければならない。 
２ 前項の訓練のうち、避難及び消火に対する訓練は、少なくとも毎月一回は、これ

を行わなければならない。 
 
○児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準 

(非常災害対策) 
第四十条 指定児童発達支援事業者は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設

備を設けるとともに、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関

への通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知しなければならな

い。 
２ 指定児童発達支援事業者は、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他

必要な訓練を行わなければならない。 
 

○児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準 

(非常災害対策) 
第三十七条 指定福祉型障害児入所施設は、消火設備その他の非常災害に際して必要

な設備を設けるとともに、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係

機関への通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知しなければな

らない。 
２ 指定福祉型障害児入所施設は、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その

他必要な訓練を行わなければならない。 
 
 
【佐賀県老人福祉法施行条例関係】 

○養護老人ホームの設備及び運営に関する基準 

(非常災害対策) 
第八条 養護老人ホームは、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設ける

とともに、非常災害に対する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及

び連携体制を整備し、それらを定期的に職員に周知しなければならない。 
２ 養護老人ホームは、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓

練を行なわなければならない。 
 
○特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準 

(非常災害対策) 
第八条 特別養護老人ホームは、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設

けるとともに、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通

報及び連携体制を整備し、それらを定期的に職員に周知しなければならない。 
２ 特別養護老人ホームは、非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要

な訓練を行なわなければならない。 


